
（平成２５年１２月１８日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認関東地方第三者委員会千葉地方事務室分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 1 件

厚生年金関係 1 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 4 件

厚生年金関係 4 件



関東千葉厚生年金 事案 5338 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店にお

ける資格喪失日に係る記録を昭和 47 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報

酬月額を 13万 4,000円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

 住    所 ：  

   

   

   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47年３月 31日から同年４月１日まで 

 私は、昭和 38 年４月１日にＡ社に入社し、平成 12 年１月１日に厚生年

金保険の被保険者資格を喪失するまで、同社において１日の空白も無く継

続して勤務していたので、申立期間の厚生年金保険の被保険者記録を訂正

してほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録、Ｂ社から提出された申立人に係る人事記録及び同社

の回答から判断すると、申立人はＡ社に継続して勤務し（昭和 47 年４月１日

に同社Ｃ支店から同社地方営業部に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店における

昭和 47 年２月の社会保険事務所（当時）の記録から、13 万 4,000 円とする

ことが妥当である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は不明としているが、事業主が厚生年金保険被保

険者資格喪失日を昭和 47 年４月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事

務所がこれを同年３月 31 日と誤って記録したとは考え難いことから、事業主

が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係

る同年３月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が

納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合

又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の

厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

  

  



関東千葉厚生年金 事案 5339 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 41年 10月 26日から 42年 10月まで 

          ② 昭和 43年頃から 44年頃まで 

          ③ 昭和 51年頃から 53年 10月１日まで 

          ④ 昭和 56年１月から 61年２月１日まで 

 私は、申立期間①はＡ社に、申立期間②はＢ市にあったＣ社に、申立期

間③はＤ社に、申立期間④は当時、Ｅ社の関係会社であったＦ社に勤務し

た。申立期間①から④までのそれぞれの期間において、厚生年金保険に加

入していたと思うので、調査の上、厚生年金保険の被保険者記録を訂正し

てもらいたい。 

   

   

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿

（以下「被保険者名簿」という。）により、申立期間①において、厚生年

金保険の被保険者資格を有する者のうち、所在の確認できた 10 人に照会

したところ、回答のあった６人のうち３人は「申立人を記憶しているもの

の、申立人の勤務期間は分からない。」と、残りの３人は「申立人を記憶

していない。」と回答しており、申立人の申立期間①における勤務実態及

び厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

  また、Ａ社は平成 11 年３月１日付けで厚生年金保険の適用事業所ではな

くなっている上、当時の事業主及び複数の元従業員が経理担当者として氏

名を挙げた事業主の弟は既に死亡しており、賃金台帳及び源泉徴収票等の

関連資料の所在は不明であることから、申立人の勤務実態及び保険料の控

除について確認することができない。 

  さらに、上記被保険者名簿における申立人の資格喪失日はオンライン記

  

  



録と一致しており、不自然な記録訂正等の形跡は見当たらない。 

  このほか、申立人の申立期間①における保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

  

 

  ２ 申立期間②について、Ｃ社の元役員の証言により、勤務期間は特定でき

ないものの、申立人は同社に勤務していたことは推認できる。 

  しかし、事業所検索システム及びオンライン記録において、Ｃ社は厚生

年金保険の適用事業所として確認できない。 

  また、Ｃ社の元役員（事業主の妻）は、「Ｃ社は、厚生年金保険には加

入しておらず、従業員の給与から厚生年金保険料は控除していなかった。

私たち夫婦をはじめ従業員は個人的に国民年金に加入していたと思う。」

と回答しているところ、当該夫婦のオンライン記録によると、申立期間②

において国民年金保険料を納付していることが確認できる。 

  このほか、申立人の申立期間②における保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

  

  

  

 

  ３ 申立期間③について、申立人が氏名を挙げた元同僚の供述から判断する

と、申立人は、Ｄ社における厚生年金保険の資格取得日以前から同社に勤

務していたことは推認できる。 

  しかし、Ｄ社は平成６年 12 月９日付けで厚生年金保険の適用事業所では

なくなっている上、申立期間③当時及び全喪時の事業主は既に死亡してお

り、賃金台帳及び源泉徴収票等の関連資料の所在は不明であることから、

申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認することができ

ない。 

  また、Ｄ社に係る被保険者名簿において、申立人の資格取得日の前後約

６年の間に被保険者資格を取得し、所在が確認できた者に自身の入社日に

ついて照会したところ、回答のあった６人のうち３人は、入社日と資格取

得日に数か月から約３年の未加入期間がある旨回答している上、そのうち

１人は、「健康保険証をもらう前から厚生年金保険料が給与から控除され

ていたということはない。」と供述していることから、当該事業所は、必

ずしも従業員全員を入社と同時に厚生年金保険に加入させる取扱いではな

かったことがうかがえる。 

  さらに、上記被保険者名簿における申立人の資格取得日はオンライン記

録と一致しており、不自然な記録訂正等の形跡は見当たらない。 

  このほか、申立人の申立期間③における保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

  

  

  

  

 

  ４ 申立期間④について、Ｆ社（後のＧ社）の元役員及び元同僚の証言によ



り、勤務期間は特定できないものの、申立人は、同社に勤務していたこと

は推認できる。 

   しかし、事業所検索システム及びオンライン記録において、Ｆ社は厚生

年金保険の適用事業所として確認できない上、Ｇ社が厚生年金保険の適用

事業所となったのは昭和 62 年 12 月１日であり、申立期間④は適用事業所

になる前の期間である。 

   また、Ｆ社の元役員（事業主の妻）は、「申立人が勤務していたことは

記憶しているが、当時の賃金台帳等の資料は保存しておらず、勤務期間は

不明であるが、Ｆ社は、厚生年金保険の適用事業所ではなかったので、申

立人の給与から厚生年金保険料を控除することはあり得ない。」と回答し

ている。 

   一方、申立人は、「Ｆ社に勤務し、同社から給与が支給されていた従業

員は、関係会社であるＥ社（現在は、Ｈ社）において厚生年金保険に加入

する旨の話を聞いたことがある。」と申述し、Ｆ社の同僚として７人の氏

名を挙げているところ、申立人及び元同僚の供述から確認ができた５人の

うち３人とＦ社の事業主は、Ｅ社における厚生年金保険及び雇用保険の加

入記録が確認できる。 

   しかし、Ｅ社に係る被保険者名簿において、申立人の資格取得日はオン

ライン記録と一致しており、上記元同僚のうち残りの二人の氏名は確認で

きない上、申立人及び当該元同僚二人の申立期間④における雇用保険の加

入記録は確認できない。 

   また、Ｆ社の複数の従業員がＥ社で厚生年金保険に加入していることに

ついて、上記元役員は、「当時の資料を保存していないことから、厚生年

金保険に加入した経緯や保険料の負担については分からない。」と回答し

ている上、Ｈ社は、「申立人が昭和 61 年２月１日に入社したこと以外の

当時のことに関する資料は無く、複数の従業員が厚生年金保険に加入した

経緯等は分からない。」と回答している。 

   さらに、Ｅ社が加入していたＨ健康保険組合における申立人の加入記録

は、厚生年金保険の被保険者記録と一致する。 

   このほか、申立人の申立期間④における保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ５ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として、申立期間①から④までに係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはでき

ない。 



関東千葉厚生年金 事案 5340 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日  ： 昭和 19年生 

 住    所 ：  

   

   

   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 46年３月１日から 47年２月１日まで 

 私は、昭和 46 年３月１日から 47 年 12 月 31 日までの期間、Ａ社に勤務

していたが、当該事業所における厚生年金保険被保険者資格取得日は同年

２月１日となっており、申立期間の厚生年金保険被保険者記録が無い。申

立期間は、長男が生まれて１年もたっていない時期であり、健康保険に加

入していないことは考えられず、当然、厚生年金保険にも加入しており、

厚生年金保険料も控除されていたはずなので、申立期間の被保険者記録を

認めてほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   複数の元同僚の証言により、勤務開始時期は特定できないものの、申立人

は申立期間においてＡ社に勤務していたことは推認できる。 

  しかし、Ａ社は昭和 48 年２月 12 日付けで厚生年金保険の適用事業所では

なくなっている上、申立期間当時の事業主は既に死亡しており、申立人に係

る賃金台帳等の存在を確認できないことから、申立期間に係る申立人の勤務

実態及び厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

  また、申立人のＡ社における雇用保険の加入記録は確認できない。 

  さらに、厚生年金保険被保険者台帳記号番号払出簿において、申立人のＡ

社における厚生年金保険被保険者資格取得日は昭和 47 年２月１日と記録され、

オンライン記録と一致しており、記録管理に不自然さは認められない。 

  このほか、申立人の申立期間における保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

  これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 

 

 

 



関東千葉厚生年金 事案 5341 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年８月 21日から 46年１月 21日まで 

 私は、勤務中の事故によりＡ社を休職している間に、申立期間当時、Ｂ

社に勤務していた知人の紹介で同社に勤務したが、厚生年金保険の被保険

者記録が無い。調査の上、被保険者記録を訂正してほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録により、申立人は、申立期間においてＢ社に勤務して

いたことは認められる。 

  しかし、Ｂ社の事業を継承しているＣ社は、「Ｂ社に係る資料が保存され

ていないため、申立人の在籍、厚生年金保険の届出及び厚生年金保険料の控

除について確認できない。」と回答している。 

  また、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立期間

に厚生年金保険被保険者期間を有する複数の同僚及び社会保険事務担当者に

照会したが、申立人の厚生年金保険の加入状況及び厚生年金保険料の控除に

ついて具体的な供述は得られなかった。 

  さらに、上記被保険者名簿において、申立期間に申立人の氏名は無く、健

康保険の整理番号に欠番は無い上、申立人がＢ社に一緒に勤務していたとす

る知人についても雇用保険の加入記録は確認できるものの、オンライン記録

において同社における厚生年金保険被保険者記録は確認できず、当該被保険

者名簿に同人の氏名は見当たらない。 

  加えて、Ｂ社が加入していたＣ厚生年金基金において、申立人の申立期間

における加入員記録は確認できない。 

  このほか、申立人の申立期間における保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

  これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 



関東千葉厚生年金 事案 5342 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

 住    所 ：  

   

   

   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 38年４月５日から 39年９月 23日まで 

          ② 昭和 39年 10月１日から 40年 11月 25日まで 

 私の厚生年金保険被保険者記録において、脱退手当金が昭和 41 年２月

18 日に支給された記録になっているが、受給した記憶は無いので調査して

ほしい。 

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人のＡ社及びＢ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票には、脱

退手当金の支給を意味する「脱」の表示が記載されているとともに、申立期

間の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保

険の資格喪失日から約３か月後の昭和 41 年２月 18 日に支給決定されている

など、脱退手当金の支給決定に係る一連の事務処理に不自然さはうかがえな

い。 

  また、申立人は、「脱退手当金が支給決定されたとする昭和 41 年２月当時

は出産のため実家に帰省しており、脱退手当金を受け取ることができない状

態だった。」と主張しているが、脱退手当金の受領については、制度上、社

会保険事務所（当時）において直接受領する以外に支給決定日から１年以内

であれば社会保険事務所が指定した銀行又は郵便局で受領が可能であったこ

とから、帰省の事実をもって脱退手当金を受け取れなかったとまでは言えな

い。 

  これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

 

  

 




